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Ⅰ．会社の現況に関する事項

１．事業の経過及び成果
（１）

（２）
　

前水準に及ばないものの、着実に増収増益を果たしました。

（３）
　

（４）
　

２．対処すべき課題
（１）

（２）

（３）

　このような環境下、当社主力の衣料用途も未だ新型コロナウイルス感染症流行前の２０１９年レ
ベルには規模回復しないものの、人流回復による緩やかな需要回帰と、コロナ環境下の減産効

輸入品価格やエネルギー高騰を招き、これらが消費の逆風となりましたが、政府のウイズコロナ
への政策転換もあり、夏ごろから人流の回復と共に個人消費も回復の兆しを見せ始め、年末に
向けての更なる消費拡大にて、ＧＤＰも前年比プラスを維持するに至りました。
　２０２３年については、物価上昇による消費抑制懸念や海外景気の悪化等不透明さが未だ残
るものの、新型コロナウイルス感染症の感染症上の位置づけ変更や賃上げ効果、更に旅行者

拡大による急激な円安と、ロシアのウクライナ侵攻に起因する資源を始めとした諸価格上昇が

第７９期　事 業 報 告

自　２０２２年　４月　１日
至　２０２３年　３月３１日

　２０２２年におけるわが国経済環境は、年初よりのオミクロン株による新型コロナウイルス感染症
拡大と「蔓延防止等重点措置」の発動により、前半は個人消費が落ち込みました。また金利差

果による市場在庫の極小化が呼び水となり、受注は回復基調となりました。年初からの急激な

回復によるインバウンド効果等更なる景気の底上げ効果も期待されます。

い申し上げます。

比１１４％）、営業利益６８百万円（同１１８％）、経常利益９２．４百万円（同１２５％）と、未だコロナ

　セグメント別では、紡績糸が前年比１０３％と下げ止まり、ガーメンツで同１１５％、テキスタイル
で同１１４％と、既存用途の緩やかな回復と新規販路開拓、また資材他用途拡大効果にて全セ
グメントで増収を果たしました。既存用途は人流回復によるオケージョン需要の復活で、フォー
マルウェア用途が回復。婦人ボトムや紳士ボトム等ファッション衣料用途の回復は未だ緩やか
であるものの、ユニフォーム用途も順調に回復しました。
　
　当期純利益は６８．３百万円（昨年比１８７％）となりましたが、①自己資本比率が３３％と低下し
たこと ②利益水準が新型コロナウイルス感染症拡大前に比べ未だ低水準であること ③為替並
びに諸コスト動向の不透明さと、その動向の今後の業績への影響度が極めて高いこと 等から、
今期の配当を引き続き見送らせて頂く事としました。株主の皆様のご理解を賜りますよう、お願

円安と想定外の諸コスト高騰が収益性を圧迫しましたが、２０２２年度売上高は９４．８億円（昨年

　

　２０２３年度は前述した「量に依存しない」経営方針を明確化する為に、売上高８７億円、営業

　２０２３年度は当社次期中期経営課題（ＡＰ-Ｇ２０２５）の初年度となり、コロナ禍により落ち込ん
だ業績を、コロナ禍以前の水準に早期に回復させることが急務です。併せて、環境変化に動じ
ない事業体質の強靭化も重要な課題となって参ります。その為には、サステナビリティを切り口
としたコロナ後の社会ニーズや消費事情に適合した差別化商品やサービスを提供し、新しい価
値を市場に提案し続けることによる「量に依存しない高い収益性」の醸成と、事業領域拡大によ
る「特定業領域に依存しない事業体質」への転換が重要であり、それによるコロナ禍以前より更
に力強い企業への進化を目指して参ります。

　ＣＳＲ活動推進・コンプライアンス強化を引き続き重要課題として認識し、更にはＳＤＧs 、ＢＣＰ　
等多様化・高度化する社会的責任に対しても、何事にも優先して取り組み、全うして参ります。

利益９１．１百万円の減収増益を目標とします。その為の行動指針として、今年度全社方針を
『ＡＰ-Ｇ２０２５　収益力強化　-事業領域拡大と価値創造-』　としました。これらにより、業績回復
と収益拡大を加速させる所存です。
　皆様におかれましては、引き続きご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。
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３.当期形態別売上高の状況

売上高 構成比 前期比

641 6.8% 102.9%

2,137 22.5% 114.3%

6,706 70.7% 115.4%

9,484 100.0% 114.2%

４.財産及び損益の状況の推移

期　別 第７6期 第７7期 第７8期 第７9期

（当期）

区　分 19/4～20/3 20/4～21/3 21/4～22/3 22/4～23/3

売 上 高 10,171 8,024 8,305 9,484

１株当たり当期純利益 19.64円 4.03円 9.12円 17.07円

総 資 産 5,239 4,565 4,607 5,425

５.主要な事業内容

　 当社は次に示す品目の製品仕入・製造・加工並びに販売・取次を行っています。

　【営業品目】 （1）原糸、原綿並びに紡績糸

（2）織編物

（3）縫製品

（4）繊維資材

（5）その他繊維製品

６.営業所

本　 支　 店

本 社

配 送 セ ン タ ー

上海駐在員事務所

東 京 事 務 所

154経 常 利 益

当 期 純 利 益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

形　　態

原 糸 ・ 原 綿 及 び 紡 績 糸

テ キ ス タ イ ル

ガ ー メ ン ツ

計

▲59 74 92

 東京都新宿区岩戸町４番地８７ビルディング岩戸町２Ｆ

所　　　　在　　　　地

 岐阜市橋本町２丁目８番地

 中国上海市延安西路2201号上海国際貿易中心1613室

79 16 36 68

 岐阜市柳津町流通センター１丁目２-２
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７.従業員の状況

区　分 平均年齢 平均勤続年数

男　子 33名 46歳   2ヶ月 14年  7ヶ月

女　子 22名 33歳   2ヶ月   9年  2ヶ月

計 55名 41歳   1ヶ月 12年  6ヶ月

（注）　上記従業員数は、他社からの出向者を含む現在人員。

８.重要な関係会社の状況

　【親会社との関係】

　　当社の親会社は東レ株式会社であり、当社株式の９４．70％を保有しています。

　　当社は親会社に対し各種原糸、織編物を仕入・販売しています。

　【重要な子会社】

資本金 出資率

98百万円 100%

10百万円 100%

73百万円 100%

　【重要な関連会社】

資本金 出資率

100百万円 39.3%

９.借入先の状況

　　借入金融機関は次の通りです。

200千株 5%

0千株 0%

0千株 0%

0千株 0%

1,300百万円

200百万円

100百万円

岐 阜 信 用 金 庫

㈱ 三 井 住 友 銀 行

㈱ 十 六 銀 行

㈱ 大 垣 共 立 銀 行 400百万円

借　入　先

主要な事業内容

長 良 繊 維 ㈱

丸佐(上海)貿易有限公司

大 垣 扶 桑 紡 績 ㈱

会　社　名

借入額 借入先が保有する当社の株式

従　業　員　数

（前期末比 増減なし）

（前期末比　　3名減）

㈱ ア ル タ モ ー ダ

会　社　名

（前期末比　  3名減）

主要な事業内容

婦人服製造卸売業

繊維製品卸売業／不動産管理業

繊維製品卸売業

紡績糸の製造・販売
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Ⅱ.会社の株式に関する事項 （２０２３年３月３１日現在）

普通株式　　７，０４０，０００株

普通株式　　４，０００，０００株

　　 １４名

（当社発行済株式の５/１００以上を所有する大株主の

　状況は次の通りです。）

大株主の有する 発行済株式数 当社の当該株主

当社の株式数 に対する割合 への出資状況

3,788,029 94.70% ―

200,000 5.00% ―

3,988,029 99.70% ―

Ⅲ.会社役員に関する事項

取締役及び監査役の氏名等（２０２３年３月３１日現在）

重要な兼職の状況

【 発 行 可 能 株 式 総 数 】

【 発 行 済 株 式 の 総 数 】

【 株 主 数 】

【 大 株 主 】

株　主　名

東 レ ㈱

㈱ 十 六 銀 行

計

林 真 司

木 下 勝 弘

北 川 順 一

地　位　及　び　担　当

監査役（非常勤）

岩 井 勉 取締役（非常勤）

金 盛 健 志

氏　名

取締役
（営業部門長）

㈱アルタモーダ 取締役

監査役（非常勤）

代表取締役社長
（管理部門長）

東レ㈱  グループ事業企画推進室 主幹

長良繊維㈱  代表取締役社長

東レ㈱  グループ事業企画推進室 主幹

共栄ライフパートナーズ㈱ 理事
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Ⅳ．業務の適正を確保するための体制

１．

（１） 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①

②

③

（２） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①

②

③

④

（３） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①

②

③

（４） 損失の危機の管理に関する規程その他の体制　
①

② 全社的な危機が発生した場合は、「対策本部」を設置して対応する。

（５）

①

②

③

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務
の適正を確保するための体制の取締役会における決定内容は以下の通りです。

監査役への報告体制及びその他の監査役の監査が実効的に行われることを確保する
ための体制

取締役及び使用人は、各監査役からの要請に応じ、職務執行に関する事項を報
告する。

「倫理・ＣＳＲ・法令遵守委員会」「人権推進委員会」を設けて全社委員会として組
織し、ＣＳＲ・企業倫理・法令遵守を推進する。
取締役及び使用人が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の「内部通報
体制」を構築する。

意思決定の規定として「トップマネジメント決定権限」を定め、取締役会、社長をは
じめとする各職制の留保決裁権限を規定する。

企業倫理・法令遵守を推進・徹底するため、取締役及び使用人に「東レグループ
企業倫理・法令遵守ミニハンドブック」を配布し、周知徹底を図る。

効率的な職務執行のために、「経営会議」を設置し、経営に関する基本方針及び
重要な個別事項の方針の協議を行う。

秘密情報の保護については、「秘密情報管理規程」を制定して適正な管理体制お
よび管理方法を定めるとともに、外部からの不正アクセス防止措置を講じる。

経営執行の補完的役割を果たすものとして、重要経営テーマ毎に必要に応じて各
委員会を設置する。

経営意思決定に係る議事録・財務情報等の重要文書・情報の保存・管理につき定
め、関係資料と共に保管し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

個人情報保護への対応として、「個人情報管理規程」を制定し、「個人情報の保護
方針」「社内の情報管理体制」および「従業員の役割」を定める。

取締役会は各取締役の業務担当を定め、各取締役は自らの担当組織の長を管
理・監督する。
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会社規程として「安全衛生委員会規程」「防災対策マニュアル」「製品安全管理規
程」及び「安全保障輸出管理規程」を制定し、経営活動に潜在するリスクを特定
し、平常時からリスクの低減及び危機の未然防止に努めるとともに、重大な危機が
発生した場合の即応体制を整備・維持する。

監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握
するために重要な会議に出席する。
監査役が監査を実施する際に要請がある場合は、経営・業務サポート室がこれに
協力する。



（６）

①

②

（７） 当社及びその関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①

②

③

④

２． 　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の通りです。

　当期は、取締役会を9回、経営会議を6回、倫理・CSR・法令遵守委員会を開催しました。

　また、グループ共通課題としてコンプライアンス施策 ”Mission BEAR”活動を推進し、当社
もコンプライアンス意識の向上及び高度化を図りました。

－6－

当社及びその関係会社間の取引は、法令・会計原則・税法その他の社会規範に
照らし適切なものとする。

監査役及び管理部門は、丸佐グループ各社の定期監査及び内部監査を実施し、
業務遂行の適法性・妥当性・効率性をチェックする。

重要案件に関する東レへの報告、協議及び決裁については、東レの定めたルー
ル（「国内関係会社に対する留保権限運営要領」）に基づき、東レの関係会社とし
てリスク管理及び効率性を追求する。

監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の独立性に関する
事項

丸佐グループにおける経営については、各社の自主性を尊重しつつ、「経営理
念」「行動指針」等の基本的な考え方を共有する。

取締役からの独立性を確保するために、監査役は上記スタッフの人事について必
要に応じ協議を行い、変更を申し入れることができる。

監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監査役の
職務を補助するスタッフを置くことができる。



（単位：円）

科　　　　　　目

（流動資産）  ( 4,491,918,111  ) （流動負債）  ( 3,579,353,160  )

現 金 58,281 35,202,979

銀 行 預 金 58,054,680 1,115,677,255

受 取 手 形 184,122,679 197,559,110

売 掛 金 2,773,568,879 2,000,000,000

商 品 980,839,232 154,120,709

仕 掛 品 417,300,867 21,780

短 期 債 権 10,020,198 18,817,700

仮 払 金 8,348,372 7,000,000

預 け 金 7,980,257 28,112,379

未 収 金 4,482,110 22,841,248

未 収 消 費 税 47,642,556

貸 倒 引 当 金 ▲ 500,000

（固定資産）  ( 932,645,449  ) （固定負債）  ( 57,561,000  )

　（有形固定資産）  ( 380,786,870  ) 33,518,000

建 物 52,589,156 24,043,000

器 具 備 品 23,528,226

土 地 304,669,488

　（無形固定資産）  ( 7,051,661  ) 3,636,914,160

ソ フ ト ウ ェ ア 4,095,499

施 設 利 用 権 等 2,956,162 （株主資本）  ( 1,700,663,579  )

　(資本金)  ( 312,000,000  )

　（投資その他の資産）  ( 544,806,918  ) 　(利益剰余金)  ( 1,388,663,579  )

投 資 有 価 証 券 301,436,877 3,200,000

子 会 社 株 式 184,336,750

出 資 金 111,659,756 　　 別 途 積 立 金 350,000,000

差 入 保 証 金 27,786,905 土地圧縮積立金 65,968,000

そ の 他 投 資 463,221 繰越利益剰余金 969,495,579

長 期 前 払 費 用 240,000

前 払 年 金 費 用 3,350,164 （評価・換算差額等）  ( 86,985,821  )

投 資 損 失 引 当 金 ▲ 84,466,755 86,985,821

1,787,649,400

資 産 合 計 5,424,563,560 5,424,563,560

＊企業会計に基づく

第 ７９ 期  貸  借  対  照  表

２０２３年３月３１日現在

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　目

負 債　・　純　資　産　合　計

金　　　　額 金　　　　額

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 工 賃

短 期 借 入 金

未 払 費 用

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

そ の 他 預 り 金

賞 与 引 当 金

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負　債　合　計

　   純　資　産　の　 部

純　資　産　 合　計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

－7－



(単位：円)

内        訳 金　　     額

経 営 9,483,688,772

業 8,593,115,859

常 損 　売上総利益 890,572,913

益 822,575,089

損 67,997,824

　営 業 外 収 益

益 営 9,954,786

業 18,737,719 28,692,505

の 外 　営 業 外 費 用

損 4,256,672

部 益 52,809 4,309,481

92,380,848

　特　別　利　益

199,998 199,998

　特　別　損　失

225,781

7,444,381 7,670,162

84,910,684

－) 22,221,000

－) ▲ 5,575,800

68,265,484

＊企業会計に基づく

経 常 利 益

営 業 利 益

雑 支 出

雑 収 入

受 取 利 息 ・ 配 当 金

支 払 利 息

第 ７９ 期 損 益 計 算 書

自　２０２２年　４月　１日

至　２０２３年　３月３１日

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科　　　　　　目

売 上 原 価

固 定 資 産 売 却 益

法 人 税 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 廃 棄 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

－8－



２０２２年度　株主資本等変動計算書

（単位：円） 丸 佐 株 式 会 社

資本剰余金

資本 その他利益剰余金

当期首残高（'22/3) 312,000,000 0 0 0 350,000,000 65,968,000 1,320,398,095
誤謬の訂正による
累積的影響額 0
遡及処理後
当期首残高（'22/3) 312,000,000 0 0 0 350,000,000 65,968,000 1,320,398,095

当期変動額

新株の発行 0 0

剰余金の配当 0 0
剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立て 0 0

当期純利益 0 68,265,484

任意積立金積立て 0 0

自己株式の処分 0 0
株主資本以外の項目
の当期変動額 0 0

当期変動額合計 0 0 0 0 0 0 68,265,484

当期末残高（'23/3) 312,000,000 0 0 0 350,000,000 65,968,000 1,388,663,579

当期首残高（'22/3)
誤謬の訂正による
累積的影響額
遡及処理後
当期首残高（'22/3)

当期変動額

新株の発行

剰余金の配当
剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立て

当期純利益

任意積立金積立て

自己株式の処分
株主資本以外の項目
の当期変動額

当期変動額合計

当期末残高（'23/3)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利益準備金
利益剰余金
合　　　　計

準備金
繰越利益
剰 余 金

資   本
剰余金
合   計 別途積立金

土地圧縮
積 立 金

資 本 金 その他
資  本
剰余金

3,200,000 901,230,095

3,200,000 901,230,095

68,265,484

969,495,579

0 68,265,484

純 資 産 合 計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

3,200,000

株       主       資      本 評価・換算差額等
新株予約権

0 1,632,398,095 79,799,750 0 1,712,197,845

0 0

0 1,632,398,095 79,799,750 0 1,712,197,845

0 0

0 0

00

68,265,484 68,265,484

0 0

0 0

0 7,186,071 7,186,071

0 68,265,484 7,186,071 0 75,451,555

0 1,700,663,579 86,985,821 0 1,787,649,400
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Ⅰ．重要な会計方針に係る注記

１． 固定資産の減価償却の方法

定額法
定額法
法人税の規定に基づくリース期間定額法

２． 有価証券の評価方法及び評価基準

移動平均法による原価法

その他有価証券

移動平均法による原価法

３． 棚卸資産の評価方法及び評価基準

　　

４． 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

(3) 退職給付引当金

(4) 役員退職慰労引当金

(5) 投資損失引当金

５． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法は、税抜き方式によっている。

(2) 税効果会計に係る基準に基づき、税効果会計を適用している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）
にわたり均等償却している。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を
計上している。

出資金に対する投資等の損失の見込額を計上している。

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上している。

従業員賞与の支給に備えるため、次期支給見込額のうち当期の負担額を計上している。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上している。

市場価格のないもの：

有形固定資産：

リース資産：

市場価格のあるもの：

子会社株式及び関連会社株式：

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額に係る税金相当
額を「繰延税金負債」としてこれを控除した金額を「有価証券評価
差額金」として純資産の部に計上している。）

無形固定資産：
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Ⅱ.貸借対照表に関する注記

１．　親会社に対する金銭債権債務

　　　短期金銭債権 127,902,125円　　

　　　短期金銭債務 193,204,832円　　

２．　子会社に対する金銭債権債務

　　　短期金銭債権 331,446,416円　　

　　　短期金銭債務 17,869,622円　　

３．　固定資産の減価償却累計額 348,350,623円　　

４．　担保に供している資産 9,816,246円　　

Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．　親会社との取引高

　　　売上高 1,163,084,692円　　

　　　仕入高 1,002,770,048円　　

　　　委託加工高 0円　　

　　　営業取引以外の取引高（受取利息） 5,625円　　

２．　子会社との取引高

　　　売上高 674,515,824円　　

　　　仕入高 465,334,663円　　

　　　委託加工高 604,275円　　

　　　営業取引以外の取引高（支払利息） 5,095円　　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．　発行済株式に関する事項

（１）当期の末日における発行済株式の状況

普通株式 4,000,000株　　

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記

１．　１株当たり純資産額 446円91銭　　

２．　１株当たり当期純利益 17円07銭　　
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